
 

事 務 連 絡 

令和８年９月 25 日 

 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 13） 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡するとともに別添団体各位に協力を依頼しまし

たので、貴団体におかれましても、関係者に対し周知を図られますようお願い

いたします。 



（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立健康危機管理研究機構 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局公営企業課準公営企業室 御中 

警察庁長官官房人事課 御中 

労働基準局安全衛生部計画課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 

 



 

事  務  連  絡 

令和８年９月 25 日 

 

 

地 方 厚 生 （ 支 ） 局 医 療 課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）      御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 13） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和８年厚生労働省告示第 69 号）等につい

ては、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（令和８年３月

５日保医発 0305 第６号）等により、令和８年６月１日より実施することとしているとこ

ろですが、今般、その取扱いに係る疑義解釈資料を別添１から別添２までのとおり取りま

とめましたので、本事務連絡を確認の上、適切に運用いただくようお願いします。 



医－1 

医科診療報酬点数表関係 

 

【一般不妊治療管理料】 

問１ 「Ｂ００１」の「32」一般不妊治療管理料、「Ｂ００１」の「33」生殖

補助医療管理料及び「Ｋ８３８－２」精巣内精子採取術の施設基準におけ

る「国が示す不妊症に係る医療機関の情報提供に関する事業に協力するこ

と」とは、具体的には何を指すのか。 

（答）現時点では、令和８年９月３日にこども家庭庁成育局母子保健課より発

出された事務連絡「不妊症に係る医療機関の情報提供に関する協力依頼に

ついて」が示す事業に協力することを指す。 

なお、これに伴い、「疑義解釈資料の送付について（その 29）」（令和７年

９月 16日事務連絡）別添の問４は廃止する。 

 

（参考） 

【事務連絡】不妊症に係る医療機関の情報提供に関する協力依頼について 

（別添１） 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/514c8c85-824a-4d32-96e0-318b82bd75b5/60c07be8/20260910_policies_boshihoken_tsuuchi_2026_76.pdf


 

（別添２） 

訪看－1 

訪問看護療養費関係 

 

【包括型訪問看護療養費】 

問１ 「訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法の一部改正

に伴う実施上の留意事項について」（令和８年３月５日保発 0305第 19号）

の「第４ 訪問看護基本療養費及び精神科訪問看護基本療養費の共通事項」

１の（２）において、「訪問看護ステーションと特別の関係にあり、かつ、

当該訪問看護ステーションに対して訪問看護指示書を交付した医師が所属

する保険医療機関等において、往診料、在宅患者訪問診療料（Ⅰ）、在宅患

者訪問診療料（Ⅱ）、在宅がん医療総合診療料、在宅患者訪問リハビリテー

ション指導管理料、在宅患者訪問薬剤管理指導料又は在宅患者訪問栄養食

事指導料（略）のいずれかを算定した日については、当該訪問看護ステーシ

ョンは訪問看護療養費を算定できない」とあるが、当該医療機関と特別の関

係にある訪問看護ステーションにおいて、包括型訪問看護療養費を算定す

ることは可能か。 

（答）算定不可。 
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